（様式第12号・第13号関係）

　２　共通事項
　この農用地利用配分計画の定めるところにより設定を受ける利用権は、１の各筆明細に定めるもののほか、次に定めるところによる。

（１）利用権の設定の条件
　　１の各筆明細に定める農地中間管理機構（公益社団法人佐賀県農業公　
　社、以下「甲」という。）による利用権の設定は、利用権の設定を受ける　
　者（以下「乙」という。）が当該利用権の設定を受けた土地について次の　
　いずれかに該当するときは解除をすることを条件とする。

　　ア　当該農用地等を適正に利用していないと認められるとき。

　　イ　正当な理由がなくて農地中間管理事業の推進に関する法律（平成　
　　　25年法律第101号。以下「法」という。）第21条第１項の規定によ
　　　る報告をしないとき。

　　ウ（3）の「支払い猶予」の規定に該当せず、借賃の支払い期限を６　
　　　ヶ月以上経過しても賃料（物）を支払わない（納付しない）とき。

（２）物納の場合の取扱い

　　ア　物納の場合は、借受者が貸付者に物を持参し借受者が受領証（業務　
　　　方法書様式第8号）を受け取り、その受領証を公社に提出することに
　　　より行う。この取扱いについては毎年度同様とする。

　　イ　物納の場合に、「農用地利用集積計画」（様式第1号）の各筆明細の　
　　　借賃の支払方法に規定する期限までに物の受け渡しが行われない場　
　　　合は、当該期限の翌日をもって物納から金納に支払い方法を変更する
　　　ものとする。

（３）借賃（物納を含む。以下同じ）の支払猶予
　　甲は、乙が災害その他やむを得ない事由のため、借賃(物)の支払期限ま
　でに借賃の支払をする(納付する）ことができない場合には、相当と認め
　られる期日までにその支払(納付）を猶予する。

（４）借賃の改訂
　　この農用地利用配分計画を定めた後、借賃の改訂に当っては、農地法第
　52条の農業委員会が提供する借賃の動向を勘案して、市町、農業委員会
　の意見を聴いて、甲が定める額とする。 
　　物納を実施する場合について１の各筆明細に併記した借賃についても
  同様とする。

（５）転貸又は譲渡
　　乙は、本計画により権利の設定を受けた土地について転貸し、又は設定
　を受けた権利を譲渡してはならない。

（６）借賃の遅延損害金

　　ア　乙は、１の各筆明細に定める期日までに借賃（物）を支払わない（納　
　　　入しない）場合は、甲に対し、支払期日の日から支払日（納入日）ま　
　　　でを計算期間とする遅延損害金を支払わなければならない。　

　　イ　遅延損害金は、借賃の額に対し、年10.95パーセントの割合で計算　　

　　　して得た額(100円未満は切り捨てる)とする。

（７）修繕及び改良
　　ア　甲が農地中間管理権を有している農用地等については、土地改良　
　　　法（昭和24年法律第195号）第87条の3の第1項の土地改良事業
　　　が行われることがある。
　　イ　甲は、乙の責に帰すべき事由によらないで生じた当該土地の損耗に
　　　ついて、自らの費用と責任において当該土地を修繕する。ただし、緊
　　　急を要するときその他甲において修繕することができない場合で甲
　　　の同意を得たときは、乙が修繕することができる。この場合において、
　　　乙が修繕の費用を支出したときは、甲に対して、その費用の償還を請
　　　求することができる。
　　ウ　乙は、甲の同意を得て当該土地の改良を行うことができる。

　　エ　修繕費又は改良費の負担及び償還は、別表１に定めたものを除き、　
　　　甲、乙及び土地所有者が協議して定めるものとする。
（８）租税公課の負担

　　ア　当該土地に対する固定資産税その他の租税は、土地所有者が負担す　
　　　る。

　　イ　当該土地に係る農業災害補償法に基づく共済掛金及び賦課金は、乙　
　　　が負担する。

　　ウ　当該土地に係る土地改良区の特別賦課金等は、別表２に定めるとこ
　　　ろによる。

　　　　ただし、特約がない場合については、当該農用地の所有者が負担す
　　　るものとする。

　　エ　その他当該土地の通常の維持管理に要する経常費は、乙が負担する。

（９）利用権の消滅

　　ア　天災地変その他、甲及び乙並びに土地所有者の責に帰すべからざる
　　　理由により当該土地の全部又は一部が滅失し、その目的を達成するこ
　　　とができなくなったとき

　　イ　使用貸借の場合において、乙が死亡した場合。ただし別表３の特約
　　　がある場合はこの限りではない。
（１０）利用権の解約

　　真にやむを得ない理由により借受者から利用権設定に係る契約を解約　
　する必要がある場合は、貸付者の同意を得て解約することができる。
（１１）当該土地の引渡

　　利用権の期間が開始したとき、天候の影響等で当該土地に収穫物が存在　
　する場合、乙は、その収穫が終了するまで当該土地の引き渡しを猶予する　
　ものとする。

   　ただし、猶予する期間は、甲乙が協議して定めるものとする。

（１２）当該土地の返還

 　　ア　利用権の存続期間が満了したときは、乙は、その満了の日の翌日　
　　  に、甲に対して、当該土地を原状に回復して返還する。
　　 　 ただし、災害その他の不可抗力、修繕若しくは改良行為又は当該　
　　　土地の通常の利用によって生ずる形質の変更については、乙は原状回
　　　復の義務を負わない。

　　イ　利用権の存続期間が満了したとき、天候の影響等で収穫が遅れ、期
　　　限までに返還できない恐れが生じた場合、乙は直ちに甲に申し出て猶　
　　　予期間について協議するものとする。

（１３）利用権に関する事項の変更の禁止

　 　甲及び乙は、この農用地利用配分計画に定めるところにより設定され　
　 る権利に関する事項は変更しないものとする。ただし、甲、乙及び県が
　 協議の上、真にやむを得ないと認められる場合は、この限りでない。

（１４）権利取得者の責務

　　ア　乙は、この農用地利用配分計画の定めるところに従い、当該土地を
　　　効率的かつ適正に利用しなければならない。

　　イ　乙は、法第21条第１項の規定により、毎年、賃借権の設定等を受
　　　けた農用地等の利用の状況について、甲に報告しなければならない。

　　ウ　乙が死亡した場合は、直ちに相続人等が甲及び当該農用地のある市
　　　町に対し連絡をしなければならない。

　　エ　乙が作付する作物の変更（例えば、水稲から施設園芸や永年性作物
　　　またはレンコンなど利用状況が大きく異なってくる場合をいう。）を
　　　しようとする場合は、事前に甲及び当該農用地のある市町に連絡し、　　

　　　甲と協義しなければならない。　
（１５）その他

  　 この農用地利用配分計画に定めのない事項及びこの農用地利用配分計画　に疑義が生じたときは、甲、乙及び県が協議して定める。
別表1　修繕費又は改良費の負担に係る特約事項
	修繕費又は改良の工事名

	甲及び乙並びに土地所有者の費用に

関する支払区分の内容
	甲及び乙の支払額について土地所有者の

償還すべき額及び方法
	備考


	
	
	
	


※修繕費又は改良費の負担に係る特約事項がある場合は、その旨特約事項に記載する。（例）畦畔整備、均平、給水管掃出し口交換等

別表2　土地改良区の賦課金等に係る特約事項

	賦課金等の種類
	負担区分の内容
	備考

	特別賦課金
経常賦課金

維持管理費
	
	


※土地改良区の賦課金等に係る特約事項がある場合は、その旨特約事項に記載する。
別表3　使用貸借における乙死亡の場合に係る特約事項

	特約内容

	


※使用貸借における乙死亡の場合、相続人が利用権を取得する場合は、その旨特約事項に記載する。
別表4　その他

	特約内容

	


